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 １　予算編成の基本理念・基本方針

基本方針…令和６年度が最終年度となる第五次毛呂山町総合振興計画・総合戦略で掲げられた目標である

　　　　　　　「毛呂山町の個性あふれるまちづくり」を基本とし、町政が直面する緊急、重要な課題の解決を図り、

　　　　　　　また費用対効果の観点から優先順位に基づく事務事業の選択を行い、特に少子化対策、健幸づくり

　　　　　　　事業、ゼロカーボンシティの実現に向けた脱炭素化事業等に重点を置き、最少の経費で最大の事

　　　　　　　業効果が得られる予算編成とする。

 ２　予算規模

総額　１０８億５千５００万円　（対前年度比　３億２千万円　３．０％増）

一般会計当初予算額の推移

年度 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ０１ Ｒ０２ Ｒ０３ Ｒ０４ Ｒ０５ Ｒ０６

規模 9,943 10,148 9,337 9,599 9,818 9,680 9,650 9,880 10,535 10,855

伸率 8.2 2.1 △ 8.0 2.8 2.3 △ 1.4 △ 0.3 2.4 6.6 3.0

予算額の推移

 ３　歳入のポイント

（１）一般財源

一般財源総額 ８０億４千４２万８千円（対前年度比　２億６千７１０万７千円　３．４％増）

町税　　　　　　　 ３６億 ５千５１３万４千円 （対前年度比　１億６千９２５万２千円　  　４.９％増）

地方交付税　　　 ２５億 ５千２００万円 （対前年度比　５００万円 　 　　　 　　　　 ０.２％増）

地方譲与税等 １１億 １千４１６万４千円 （対前年度比　△３千４４７万８千円 　　△３.０％減）

　１１万３千円

基本理念…町の将来像である 「輝く緑　輝く瞳　輝くまち　もろやま」の実現

（単位：百万円、％）

　 自主財源の根幹である町税全体は前年度と比較し４．９％増加し、地方交付税は０．２％増加した一方で、地
方譲与税等は△３.０％減少している。厳しい財政状況の中で国・県補助金、基金からの繰入、起債の活用など
により所要の一般財源を確保した。

※人口一人当たりの予算額

※人口一人当たりの町税額

　３３万５千円　（令和６年１月１日現在　住民基本台帳人口　３２，３６５人）

9,943
10,148

9,337
9,599

9,818 9,680 9,650

9,880

10,535

10,855

8,500

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ０１ Ｒ０２ Ｒ０３ Ｒ０４ Ｒ０５ Ｒ０６

（単位：百万円）
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①都市計画税

0 0 0 124,202 107,989

0 0 0 124,202 107,989

②地方消費税交付金

障害福祉費 788,166 0 49,468 303,251 83,663

老人福祉費（高齢者福祉） 0 0 7,314 11,599 3,200

児童措置費 599,201 0 22,400 198,264 54,699

1,387,367 0 79,182 513,114 141,562

介護保険事業費 26,425 0 0 424,401 117,087

国民健康保険事業費 124,341 0 0 83,990 23,172

93,020 0 0 477,115 131,630

243,786 0 0 985,506 271,889

予防費 1,380 0 41,848 96,232 26,549

1,380 0 41,848 96,232 26,549

1,632,533 0 121,030 1,594,852 440,000

③森林環境譲与税

1

　 都市計画税とは、市街化区域内に土地及び建物を所有している人に対して課税される税金であり、都市計
画法に基づいて行う都市計画事業等に要する費用に充てるため、歳入として１億７９８万９千円を計上し、理論
上全額を次の経費に充当した。

0

1

森林環境譲与税基金（実積立額）

合　　　　　　計

2,552

8,763

5,812 5,812

8,762

事　　業　　名

林道維持管理業務委託料 399 398

その他財源森林環境譲与税

森林所有者意向調査業務委託料 0

財　源　内　訳
事業費

2,552

（単位：千円）

（単位：千円）

事　　業　　名 事　業　費

財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

国（県）
支出金

地方債 その他
うち

都市計画税

都市計画事業に係る公債費 124,202

　森林環境譲与税は、令和元年度に新設され、森林の間伐や人材育成・担い手の確保、木材利用の促進や
普及啓発等の森林整備及びその促進に関する費用に充てる譲与税である。本町の令和６年度の森林環境譲
与税の予算額は８７６万２千円であり、次の事業に充当し、残金は基金に積立てを行う。

合　　　　　　　　　計 124,202

　本町の令和６年度地方消費税交付金の予算額は８億円であり、その内消費税率引上げ分は４億４千万円で
ある。この引上げ分については、全て社会保障施策に要する経費に充てるため、理論上全額を次の事業に充
当した。

（単位：千円）

目　　名 事　業　費

財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一　般　財　源

国（県）
支出金

地方債 その他
うち

地方消費税
交付金

社
会
福
祉

1,140,885

18,913

819,865

小　　　計 1,979,663

社
会
保
険

450,826

208,331

老人福祉費（後期高齢者医療） 570,135

小　　　計 1,229,292
保
健
衛
生

139,460

小　　　計 139,460

合　　　　　　　　　計 3,348,415

 4



 （４）　町債（２）町債

町債総額 ６億８１０万円　（対前年度比　△６７０万円　△１．１％減）

総務債 ３５０万円（対前年度比 △２億４千９９０万円　　    △９８．６％減）

民生債 ８千１００万円（対前年度比 ７千４９０万円　　 １，２２７．９％増）

土木債 ９千５５０万円（対前年度比 ２千１１０万円　　 　　  ２８．４％増）

消防債 １１０万円（対前年度比 １１０万円　　 　            皆増）

教育債 ３億９千８００万円（対前年度比 １億９千７１０万円　　 　    ９８．２％増）

臨時財政対策債 ２千９００万円（対前年度比 △５千１００万円　　 　 △６３．８％減）

＊総務債の内訳

・ 庁用自動車整備事業債 ３５０万円

＊民生債の内訳

・ 福祉会館昇降機設置事業債 ７千９５０万円

・ 児童館遊具設置事業債 １５０万円

＊土木債の内訳

・ 町道整備事業債　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５千２４０万円

・ 橋梁長寿命化修繕事業債 １千６７０万円

・ 川角駅周辺地区整備事業債 ２千６４０万円

＊消防債の内訳

・ 全国瞬時警報機器更新事業債

＊教育債の内訳

・ 小中学校体育館空調設備等整備事業債 ３億９千８００万円

地方債残高の推移（各年度末）

　 投資的経費の財源として、財政支出の年度間調整や住民負担の世代間公平の観点から町債を活用するととも
に、普通交付税の振替的性格を持つ臨時財政対策債を活用した。なお、国が示す地方財政対策に基づき、臨時
財政対策債は前年度より大幅の減額となった。

１１０万円

町税

33.6％

地方交付税

23.5％
地方譲与税等

10.2％

国庫支出金

10.0％

県支出金

7.4％

町 債

5.6％
その他

9.7％

歳入における町債の割合

8,867,520

9,585,733 9,982,159

10,387,374

10,771,394

10,649,655

10,377,186

9,934,806 9,474,634

8,985,101

8,110,552

7,371,348

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

10,000,000

11,000,000

12,000,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05
見込

（単位：千円）

 5



 （５）　基金（３）基金

（単位：千円）

取崩し 積立金 残高見込額 取崩し 積立金 残高見込額

1,141,336 355,013 585,022 1,371,345 523,497 233,497 1,081,345

1,167,170 461,161 155,152 861,161 87,385 48,767 822,543

238,915 0 5 238,920 30,000 1 208,921

792,125 438,045 4 354,084 0 1 354,085

32,262 0 0 32,262 0 1 32,263

5,886 2,530 7,140 10,496 2,950 8,762 16,308

66,952 19,608 38,003 85,347 50,000 40,000 75,347

31,030 978 10,000 40,052 4,435 1 35,618

0 0 100,000 100,000 0 1 100,001

2,308,506 816,174 740,174 2,232,506 610,882 282,264 1,903,888

◎福祉基金の充当事業 30,000千円

2,552千円

398千円

16,070千円

940千円

939千円

21,413千円

1,659千円

3,194千円

551千円

5,234千円

200千円

1,260千円

940千円

2,035千円

　　　・小中学生英語検定受験料補助金

　　　・特別活動推進事業補助金

　　　・国内交流事業

　　　・中学生海外留学事業

　　　・不法投棄防止パトロール業務委託料

　　　・森林所有者意向調査業務委託料

　　　・パソコン機器借上料（校務支援システム）

　　　・自主防災組織運営費補助金

　　　・こども医療費

　　　・産業まつり補助金

　　　・定住促進補助金

　　　・まちづくり活用補助金

　　　・介護給付費・訓練等給付費

　　　・林道維持管理業務委託料

　　　・町内全般道路修繕工事

◎森林環境譲与税基金の充当事業

◎ふるさと納税基金の充当事業

小中一貫校施設整備基金

◎子ども・子育て
　　　　　ゆめ基金の充当事業

子ども・子育て ゆめ 基金

合　　　　　計

特 定 目 的 基 金

福 祉 基 金

公 共 施 設 整 備 基 金

緑 の 基 金

森林環境譲与税基金

ふ る さ と 納 税 基 金

　令和６年度当初予算では、財政調整基金については地方財政法第７条に基づく積立と同額を繰入し、さらに年度
間の財源不足を調整するために、２億９千万円の実質繰入を行った。
　なお、その他特定目的基金である福祉基金から３千万円、森林環境譲与税基金から２９５万円、ふるさと納税基金
から５千万円、子ども・子育てゆめ基金から４４３万５千円の繰入を行った。
　今後も、後年度の財政需要に的確に対応していくために、各基金について積立てを強化していく必要がある。

区　　　　　分
令和４年度

末残高

令和５年度決算見込 令和６年度当初予算案

財 政 調 整 基 金

歳入における基金の繰入金の割合

町 税
33.6%

地方交付税
23.5%

地方譲与税等
10.2%

国庫支出金
10.0%

県支出金
7.4%

町債
5.6%

その他
9.7%その他：９．７％の内訳

・分担金及び負担金：0.5％
・使用料及び手数料：0.6％
・財産収入：0.1％

・寄 附 金：0.4％
・繰 入 金：5.9％（うち基金からの繰入金：5.6％）

・繰 越 金：1.4％
・諸 収 入：0.8％
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基金の説明

： 年度間の財源の不均衡を調整する目的

： 福祉活動に要する経費の財源目的

： 公共施設等の整備目的

： 自然環境の保全及び育成、森林等の有する公益的機能の維持増進等を図る目的

： 森林整備及びその促進を図る目的

： 本町を応援するために寄せられた寄附金を、それぞれの寄附者の意向を反映した

    施策の推進を図る目的

： 子育て支援等、子ども及び子育てに関する環境づくりの推進を図る目的

： 小中一貫校の整備に要する経費の財源目的

財政調整基金残高の推移（各年度末）

森 林 環 境 譲 与 税 基 金 

ふるさと納税基金

財政調整基金

福祉基金

公共施設整備基金

緑の基金

　財政調整基金は、年度間の財源の不均衡を調整するための積立金で、一般的に標準財政規模の１０％～１
２％が適正保有額とされている。本町の令和５年度末の見込残高は１３億７千１３４万５千円であり、令和５年度
の標準財政規模は７３億３千５１３万４千円（再算定後）であったため、標準財政規模に対する財政調整基金の
残高見込額の割合は１８．７％であり、必要十分な額を満たしていると言える。
　今後も大規模災害や年度間の財源調整、また各種施策、各公共施設の適正管理に伴う維持補修費等への
対応のため、引き続き適切な積立・管理に務める必要がある。

小中一貫校施設整備基金

子ども・子育てゆめ基金

580,523

645,864

749,555

879,741

806,620

835,900

815,421
770,572

593,904

506,203

591,283

1,021,321

1,141,336

1,371,345

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

1,600,000

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ0１ Ｒ0２ Ｒ0３ Ｒ0４ Ｒ05見込

（単位：千円）
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 ４　歳出のポイント

（１）重点項目

〇中心市街地エリアの整備 〇道路の整備・管理

　・不燃化誘導施策補助金   1,000千円 　・町道整備事業 85,505千円

　 　・橋梁点検業務委託料 10,872千円

　・橋梁長寿命化修繕工事　（新川橋） 46,029千円

〇住民の移動手段の確保 〇東部エリアの整備

　・毛呂山町コミュニティバス運行事業  38,770千円 　・川角駅南側駅前広場等

　　詳細設計業務委託料

〇防災体制の充実 〇救急体制の充実

　・防災行政無線施設保守委託料   9,917千円 　・自動体外式除細動器借上料 1,208千円

〇防災意識の高揚 〇交通安全施設の整備

　・自主防災組織運営費補助金   1,820千円

〇夜道の安全対策

　・防犯カメラ整備事業   4,427千円 〇浄化槽の普及と適正な管理

　・防犯灯整備事業  24,008千円 　・浄化槽施設設置補助金 3,558千円

〇地域福祉活動の推進 〇障害者の生活支援体制の整備

　・町社会福祉協議会補助金  43,000千円 　・介護給付費・訓練等給付費 776,355千円

　・民生委員・児童委員協議会補助金  7,917千円 〇障害者の福祉医療施策及び福祉サービスの充実

〇高齢者の生きがいづくり・生活支援 　・重度心身障害者医療費 77,709千円

　・シルバー人材センター補助金  5,000千円 　・自立支援医療給付費　 38,694千円

　・老人福祉センター管理運営委託料  34,000千円 〇健康づくりの推進

〇子育て家庭の経済的支援 　・都市公園遊具等設置工事 7,813千円

　・小中学校給食費無償化事業  92,762千円 　・健幸ウォーキング事業 3,255千円

　・保育所等給食費無償化事業  17,357千円 〇成人保健の充実

　・こども医療費  75,000千円 　・がん検診委託料 16,000千円

　・もろっ子はぐくみ応援金   3,100千円 　・健康診査委託料 875千円

　・出産・子育て応援交付金  11,500千円 　・特定健康診査委託料 21,153千円

〇幼児教育・保育の充実 　・後期高齢者健康診査委託料 14,475千円

　・施設型給付費等負担金 473,754千円 〇感染症の予防

　・放課後児童健全育成事業委託料  60,587千円 　・予防接種委託料 74,000千円

　予算編成の基本理念及び基本方針に基づき、「毛呂山町の個性あふれるまちづくり」を目指して諸施策を実施す
るとともに、少子高齢化対策、老朽化した公共施設等の長寿命化対策、生活環境道路の整備、次世代を担う子ど
も達の教育環境の整備、子育て世帯に対する経済的支援等、各種課題に対応するため下記の項目に重点的に財
源を配分した。
　なお、住民満足度の向上のために、限られた財源を優先順位に基づき、「自助・共助・公助」の理念及び費用対
効果の観点に基づく事務事業の選択を行い、予算編成を実施した。

②安全で快適なまちを創る

　・通学路安全対策費用
(道路標示設置工事4,600千円のうち)

3,600千円

③健やかで安心に暮らせるまちを創る

①里山の環境を活かした都市基盤を創る

44,495千円
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〇優良農地の保全と有効活用 〇商店街の振興

　・中山間地域等 　・毛呂山町商工会補助金 7,540千円

　  直接支払交付金

〇森林の保全 　・毛呂山町産業まつり補助金 5,100千円

　・森林所有者

　  意向調査業務委託料 　・空き店舗利活用創業

　  チャレンジ支援補助金

〇企業誘致

　・企業誘致促進条例奨励金 89,872千円 　・商工会シールラリー補助金 1,500千円

〇教育内容の充実 〇青少年育成活動の充実

　・支援員等配置事業 21,345千円 　・放課後学習教室事業 3,445千円

　・外国語指導助手 　・青少年育成事業補助金 310千円

　  配置事業委託料 〇学校給食の充実

　・中学生海外留学 　・調理釜借上料 3,114千円

    事業業務委託料 〇体育施設の整備と利用促進

　・小中学生英語検定 1,260千円 　・毛呂山総合公園及び

　  受験料補助金 　 毛呂山町体育施設管理運営委託料

　・国内交流事業 1,886千円 　

〇活動施設の充実 〇自主性・自立性の高い行財政運営の確保

　・コミュニティ施設特別整備 　・ふるさと納税推進事業 19,996千円

　 事業補助金 〇公共施設の計画的な改修

〇広報の充実 　・小中学校体育館空調設備等

　・広報もろやま等発行事業 9,997千円 　  設置工事

〇情報セキュリティの強化 　・福祉会館昇降機設置事業 79,587千円

　・セキュリティ強靭化対策事業 8,302千円 　・保健センター屋内LED照明借上料 1,942千円

⑦定住促進事業

〇定住促進 〇空き家の適正な管理

　   ・毛呂山町未来応援奨学金 　・毛呂山町定住促進補助金

    返還支援補助金 　（空家分）

  ・毛呂山町定住促進補助金 　・空家等解体事業補助金 1,500千円

    （新築分）

43,576千円

398,111千円

④活力と夢のある産業のまちを創る

5,946千円 1,600千円

2,417千円

2,035千円

500千円

3,400千円

⑤豊かな心と学びのあるまちを創る

10,349千円

2,552千円

4,771千円

⑥みんなで築くまちを創る
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 ５　歳入予算の状況
（１）歳入  款別

令和６年度 令和５年度 比較増減

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

1 町税 3,655,134 33.6 3,485,882 33.1 169,252 4.9

2 地方譲与税 106,762 1.0 93,140 0.9 13,622 14.6

3 利子割交付金 1,200 0.0 1,200 0.0 0 0.0

4 配当割交付金 19,000 0.2 40,000 0.4 △ 21,000 △ 52.5

5 株式等譲渡所得割交付金 25,000 0.2 20,000 0.2 5,000 25.0

6 法人事業税交付金 53,000 0.5 41,000 0.4 12,000 29.3

7 地方消費税交付金 800,000 7.4 839,000 8.0 △ 39,000 △ 4.6

8 ゴルフ場利用税交付金 71,000 0.6 74,000 0.7 △ 3,000 △ 4.1

9 自動車取得税交付金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

10 環境性能割交付金 16,000 0.1 16,000 0.2 0 0.0

11 地方特例交付金 18,001 0.2 20,001 0.2 △ 2,000 △ 10.0

12 地方交付税 2,552,000 23.5 2,547,000 24.2 5,000 0.2

13 交通安全対策特別交付金 4,200 0.0 4,300 0.0 △ 100 △ 2.3

14 分担金及び負担金 56,481 0.5 51,303 0.5 5,178 10.1

15 使用料及び手数料 65,707 0.6 79,201 0.7 △ 13,494 △ 17.0

16 国庫支出金 1,081,646 10.0 1,023,071 9.7 58,575 5.7

17 県支出金 801,368 7.4 792,251 7.5 9,117 1.2

18 財産収入 8,106 0.1 8,277 0.1 △ 171 △ 2.1

19 寄附金 40,502 0.4 50,102 0.5 △ 9,600 △ 19.2

20 繰入金 636,977 5.9 510,044 4.8 126,933 24.9

21 繰越金 150,000 1.4 150,000 1.4 0 0.0

22 諸収入 84,815 0.8 74,427 0.7 10,388 14.0

23 町債 608,100 5.6 614,800 5.8 △ 6,700 △ 1.1

歳  入  合  計 10,855,000 100.0 10,535,000 100.0 320,000 3.0

（単位:千円、％）
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  〇主な増減理由

①町税

　町民税、固定資産税などの増額により、町税全体で１億６千９２５万２千円、４．９％の増額となった。

②国庫支出金

　児童手当負担金は減少しているが、障害者自立支援給付費負担金や社会資本整備総合交付金、

　道路メンテナンス事業補助金の増額などにより５千８５７万５千円、５．７％の増額となった。

③繰入金

　公共施設整備基金からの繰入は皆減としているが、財政調整基金、福祉基金、ふるさと納税基金

　などからの繰入により、１億２千６９３万３千円、２４．９％の増額となった。

④諸収入

　地域公共交通確保維持改善事業費補助金の皆減等はあるが、諸税滞納延滞金の増額や自治

　総合センターコミュニティ助成金の皆増などにより１千３８万８千円、１４．０％の増額となった。

（２）町税の内訳

令和６年度 令和５年度

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

1 町民税 1,664,709 45.5 1,659,211 47.6 5,498 0.3

2 固定資産税 1,540,143 42.1 1,395,482 40.0 144,661 10.4

3 軽自動車税 104,653 2.9 101,796 2.9 2,857 2.8

4 町たばこ税 237,640 6.5 219,333 6.3 18,307 8.3

5 都市計画税 107,989 3.0 110,060 3.2 △ 2,071 △ 1.9

町  税  合  計 3,655,134 100.0 3,485,882 100.0 169,252 4.9

町税（当初予算額と決算額）の推移 （単位：千円）

（単位:千円、％）

項     別
比較増減

3,640,963

3,518,438

3,558,408

3,546,061

3,485,186

3,444,478

3,477,693

3,370,570
3,370,428

3,485,882

3,655,134
3,679,393

3,572,969

3,615,339 3,605,599

3,542,471

3,562,965

3,519,787

3,516,143

3,529,270

3,200,000

3,250,000

3,300,000

3,350,000

3,400,000

3,450,000

3,500,000

3,550,000

3,600,000

3,650,000

3,700,000

H26 H27 H28 H29 H30 R01 R02 R03 R04 R05 R06

予算額 決算額
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 ６　歳出予算の状況
（１）歳出　款別

令和６年度 令和５年度 比較増減

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

1 議会費 110,360 1.0 106,245 1.0 4,115 3.9

2 総務費 1,376,753 12.7 1,642,657 15.6 △ 265,904 △ 16.2

3 民生費 4,295,252 39.6 3,993,773 37.9 301,479 7.5

4 衛生費 843,988 7.8 781,849 7.4 62,139 7.9

5 労働費 1,020 0.0 1,032 0.0 △ 12 △ 1.2

6 農林水産業費 127,006 1.2 127,186 1.2 △ 180 △ 0.1

7 商工費 46,817 0.4 47,363 0.4 △ 546 △ 1.2

8 土木費 774,259 7.1 734,232 7.0 40,027 5.5

9 消防費 620,384 5.7 607,579 5.8 12,805 2.1

10 教育費 1,354,779 12.5 1,162,900 11.0 191,879 16.5

11 災害復旧費 6 0.0 6 0.0 0 0.0

12 公債費 1,002,015 9.2 1,038,020 9.9 △ 36,005 △ 3.5

13 諸支出金 282,265 2.6 272,158 2.6 10,107 3.7

14 予備費 20,096 0.2 20,000 0.2 96 0.5

10,855,000 100.0 10,535,000 100.0 320,000 3.0

〇主な増減理由

　①総務費

　庁舎外壁改修工事の皆減などにより、２億６千５９０万３千円、△１６．２％の減額となった。

　②民生費

　介護給付費・訓練等給付費の増額や福祉会館昇降機設置工事の皆増などにより３億１４７万９千円、７．５％の増額となった。

　③衛生費

　埼玉西部環境保全組合の地方債償還開始に伴う負担金の増などにより、６千２１３万９千円、７．９％の増額となった。

　④土木費

　川角駅南側駅前広場等詳細設計業務委託料の皆増などにより、４千２万７千円、５．５％の増額となった。

　⑤教育費

　小中学校体育館空調設備等設置工事の皆増などにより、１億９千１８７万９千円、１６．５％の増額となった。

合　　　　　計

（単位:千円、％）
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（２）歳出　性質別

予算額 構成比 予算額 構成比 増減額 伸率

人件費 2,192,154 20.2 2,169,931 20.6 22,223 1.0

扶助費 2,085,351 19.2 1,983,590 18.8 101,761 5.1

公債費 1,002,015 9.2 1,038,020 9.9 △ 36,005 △ 3.5

小計 5,279,520 48.6 5,191,541 49.3 87,979 1.7

物件費 1,423,649 13.1 1,364,670 13.0 58,979 4.3

維持補修費 21,529 0.2 26,038 0.2 △ 4,509 △ 17.3

補助費等 1,949,943 18.0 1,732,360 16.4 217,583 12.6

8,674,641 79.9 8,314,609 78.9 360,032 4.3

補助事業費 49,041 0.5 16,627 0.2 32,414 194.9

単独事業費 599,619 5.5 714,759 6.8 △ 115,140 △ 16.1

その他事業費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

災害復旧事業費 6 0.0 6 0.0 0 0.0

648,666 6.0 731,392 7.0 △ 82,726 △ 11.3

積立金 282,281 2.6 272,177 2.6 10,104 3.7

投資及び出資金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

貸付金 3,500 0.0 3,500 0.0 0 0.0

繰出金 1,225,816 11.3 1,193,322 11.3 32,494 2.7

予備費 20,096 0.2 20,000 0.2 96 0.5

計 1,531,693 14.1 1,488,999 14.1 42,694 2.9

10,855,000 100.0 10,535,000 100.0 320,000 3.0

〇主な増減理由

①扶助費

②補助費等

企業誘致促進条例奨励金や埼玉西部環境保全組合負担金の増額などにより２億１千７５８万３千円、１２．６％の増額となった。

③普通建設事業費

庁舎外壁改修工事や総合公園体育館屋根及び外壁改修工事の皆減などにより、単独事業費は１億１千５１４万円、△１６．１％

の減額となった。

④繰出金

介護保険特別会計繰出金や後期高齢者医療保険基盤安定繰出金の増額などにより３千２４９万４千円、２．７％の増額となった。

（単位:千円、％）
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